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吉川 浩平

7月28日に発生した令和8年熊本地震に対し、
知事からの要請を受け、当院DMATの１隊が8
月5日から5日間、現地で支援活動を行いました。

平成7年に発生した阪神・淡路大震災では、通
常の医療が提供されていれば救えた可能性のあ
る「防ぎ得た災害死」が500人に上るといわれて
います。これを背景に、大規模災害時に医療を提
供する専門チームとして、平成17年にDMAT
（Disaster Medical Assistance Team）が
発足しました。当初は災害現場での救命救急医
療を主な役割としていましたが、現在では、被災
地の病院や福祉施設、さらには地域住民に対し
て、保健・医療・福祉を継続して提供できる体制
を支援することに重点が置かれています。

日本は自然災害の多い国であり、近年DMAT
が派遣されない年はありません。彦根市立病院
DMATも、東日本大震災、大阪府北部地震、新
型コロナウイルス感染症への対応、能登半島地
震などに際し、現地派遣や医療支援を行ってまい
りました。災害の種類や発生時期、地域の地勢に
よって必要とされる支援は大きく異なります。その
ため、現地の状況を迅速に評価し、その時々に応

じた支援内容を計画・実行する臨機応変な対応
が求められます。

今回の令和8年熊本地震では、連日35℃を超
える猛暑の中、広範囲にわたる断水が大きな問
題となりました。幸い、地域の拠点となる医療機
関の被害は比較的小さかったものの、高齢者や
障害者などの「災害時要配慮者」だけでなく、そ
うした方々を支える医療・介護・福祉の専門職自
身も被災者となっていたことが、地域の医療・福
祉体制を維持するうえで大きな課題となりました。

今回の派遣では、人的・物的両面から支援を行
い、DMATとして一定の役割を果たすことができ
ました。一方で、災害時における医療・介護・福祉
の連携や、地域の支援体制について、今後に生
かすべき多くの課題も明らかになりました。

今回の経験を一過性のものとせず、今後起こり得
る災害に備えて、日頃から地域の医療・介護・福
祉機関との連携を深め、より迅速かつ適切な支
援につなげられるよう、引き続き努めてまいります。

令和8年熊本地震派遣を終えて

よしかわ こうへい

彦根市立病院DMAT活動報告



DMAT

令和８年熊本地震活動概要
活動期間：令和8年8月5日（水）～8月9日（日）［5日間］

派遣地域：熊本県八代市周辺

派遣目的：福祉避難所・高齢者障害者施設運営アセスメントおよび避難所環境整備

活動内容：施設運営アセスメント、人的支援、避難所環境改善、D24H評価

8/5 【8/5】 サードプレイス八代アセスメント
災害発生初期段階の現地アセスメントを実施。水道インフラの停止（断水）が続いており
支援物資の搬送における職員の過大な負担や疲弊が顕著であることを確認した

8/6 【8/6】 3つの福祉施設を訪問・調査
地域内の高齢者・障害者福祉施設である「ちえの和」「わおん八代」「あじさい館」の3施
設を訪問。建物の健全性、ライフライン供給、物資や医療ニーズの調査・評価を実施

8/7 【8/7】 「福寿荘」での清拭＆広域調査
福祉避難所である「福寿荘」において、避難中の高齢の利用者9名に対して清拭等の衛生管
理支援を実施。同時に、近隣の15施設へ電話によるニーズの広域一斉調査を実施

8/8 【8/8】 「麦島コミセン」避難環境整備
八代市指定避難所の「麦島コミュニティセンター」にて活動。段ボールベッドの設置指導
を行い、避難者のプライバシー確保や、避難所内の衛生・生活環境の改善に直接寄与した

8/9 【8/9】 活動総括と最終施設支援
未着手だった重要施設へのアセスメントを完了。活動全般を通じて集約した課題やニーズ
をまとめ、熊本県DMAT調整本部へ報告および活動全体の引継ぎを完了。滋賀県へと帰路

日本DMATとは？

日本DMAT（Disaster Medical Assistance Team）とは

大地震や多重事故などの大規模災害時に、被災地に迅速に駆けつける「専門的な訓練を受けた機動性を持
つ医療チーム」です。医師・看護師・業務調整員（薬剤師・事務員等）で構成され、厚生労働省および各都道
府県により指定・派遣され、発災後おおむね48時間以内の「超急性期」から活動を開始し、避けられた災害
死の減少を目指します。今回の役割を下記①②に示しました。災害発生後の時間経過と共に様々な役割があ
ります。

当院には20名のDMAT隊員が在籍しています
医師：６名、看護師：10名、業務調整員（ロジ）：4名

当院過去の出動実績
2011年 東日本大震災（DMAT1隊・救護班2隊）
2018年 大阪北部地震（DMAT1隊）
2024年 能登半島地震（DMAT4隊）

①医療・福祉施設アセスメント
被災地域の病院・高齢者施設・障害者施設等の被害状況や生命ライン維持状況を実地調査・評価
② 避難所支援・生活環境整備
長期化する断水や避難生活における衛生管理、段ボールベッド設置、感染症予防、要配慮者支援を実施

滋賀県における日本DMAT配置病院（災害拠点病院）



■ 現場アセスメントから見えた「考察」と主要課題

① 救命医療から生活支援への急速な移行
発災約1週間が経過した被災地では、外科的緊急治療の必要性は落ち着き、代わりに高齢者や要配慮者の
生活環境を支える「生活支援」「環境整備」へと主要ニーズが急速に変化した

② 福祉避難所（施設）における複合的な課題
各施設では以下の深刻な問題に直面していた

・【人的支援の不足】 避難者のケアを行うスタッフ自身の疲弊と絶対的不足

・【生活用水の不足】 長期化する断水により、入浴や排泄物の処理・清拭に必要な水が極度に不足

・【衛生環境とごみ処理】 水不足による衛生管理の悪化と、蓄積する排泄物・ごみの処理遅延

・【避難環境の未整備】 プライバシーの欠如や寒暖対策、ベッド等の福祉用具の不足

③ DMATに求められた調整機能
このようなフェーズでは、DMATには直接的な医療行為以上に、現場を適切にアセスメントし、行政、福祉
関係、他の支援団体等の「関係機関をつなぐ調整役」としての機能が強く求められた

■ 災害現場活動を通して感じたこと

1. 高齢者・要配慮者施設支援の継続
災害時に最も脆弱となる「個別高齢者・障害者施設」および「福祉避難所」に対する、継続的な

アセスメントと必要なケアスタッフ、物資の持続可能な支援ルートの確立

2. 災害派遣ナース（災害看護）との迅速な連携
医療から生活・介護支援へとニーズが移行するフェーズを予測し、DMATの初期評価に基づき、看護

のプロフェッショナルである「災害派遣ナース」を早期かつ組織的に投入するスキームの構築

3. 水道停止（断水）長期化への強固な備え
施設において最も重要かつ致命的なボトルネックとなる「生活用水・衛生管理用水」を確保するた

め、井戸水の活用、給水車の手配、貯水槽補強などの断水長期化対策の義務付け

4. D24H（災害時情報共有システム）の利活用
現場評価をタイムリーに反映できるシステム（D24Hなど）の徹底的な活用、および行政、医療機関

施設間での情報一元化による、ミスマッチのない的確な支援物資・人員配送

◆被災地の課題と未来へ繋ぐ4つの思い
高齢者施設・福祉避難所における災害時支援のあり方

通常、作成まで慣れた方で
15分以内でできれば

ベテランの域ですが、我々は
10分で作成できる域まで

到達しました

2₋3ページ作成
DMAT隊員
佐伯 公亮



災害と地域連携 — 医療圏単位のBCPと顔の見える関係づくり—

彦根市立病院 地域医療連携室では、『地域連携だより』を読んでくださったご意見・ご感想をお待ちしています。

地域医療連携室メールアドレス：chiren@hikone‐hp.jp までお寄せください。

今回、私たちのチームが被災地に入ったのは、発災から1週間が経過し
た時期でした。すでに超急性期を過ぎていたことに加え、医療機関の被害
が比較的少なかったことから、医療ニーズそのものよりも、介護施設や障
害者施設に対する人的・物的支援が求められました。また、どこで、どの
ような支援が必要とされているのか、そのニーズを把握することにも多く
の労力を要しました。
これまでの災害医療対策は、災害拠点病院の整備を中心に進められてき

ました。一方、地域に密着した医療機関や介護・福祉施設における災害対
策は、必ずしも十分とはいえません。こうした施設の機能が低下すれば、
患者が災害拠点病院に集中し、その診療負担が増大することで、本来担う
べき重症患者への対応が困難になる可能性があります。同時に、支援を必
要とする施設入所者の生命や健康が脅かされることにもつながります。
現在、各医療機関や介護施設ではBCP（事業継続計画）の策定が進められ

ています。しかし、それぞれのBCPが地域防災計画や災害拠点病院のBCPと
十分に連動しているとはいえません。大規模災害では、一つの医療機関や
施設だけで対応を完結することは困難です。平時から地域全体で、限られ
た人員や物資をどのように補完し合い、医療・介護・福祉の機能を維持す
るのかを考えておく必要があります。
能登半島地震でも大きな課題となった「災害関連死」を防ぐためには、
医療機関だけでなく、介護・福祉施設や避難所を含めた地域全体での防災
対策を、これまで以上に進めることが重要です。
今回の派遣を通じて、個々の施設がBCPを整備するだけでなく、それらを

相互につなぎ、地域防災計画とも連動させた「医療圏単位のBCP」という視
点が必要であると感じました。平時から医療・介護・福祉に携わる関係者
が顔の見える関係を築き、災害時に互いに支え合える体制を整えることが、
「災害に強い地域」づくりにつながるのではないかと考えています。

吉川 浩平

発災1週間後の現場活動から見えた福祉支援の急務と、災害関連死を防ぐ地域包括防災


